
「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」の提案募集結果 
（募集期間：平成25年６月15日（土）から７月５日（金）まで） 

○提案総数 ： ２１者 
 
○募集内容に対する提案件数 

① アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 ［３件］ 

② 効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 ［６件］ 

③ デジタル方式の無線設備の低廉化 ［９件］ 

④ デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法 ［５件］ 

⑤ 今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途 ［５件］ 

 

※一の者で複数の案件の提案があるため、提案者数と件数は一致しない。 

※募集内容との関係が明示されていない提案は、内容を踏まえて事務局で振り分けた。 
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資料３－３－３ 



 分 類  名   称 提案区分 

① ② ③ ④ ⑤ その他 

無線機器製造メーカー、 
無線システム関連メー

カー 

日立国際電気(株) ● ● 

三菱電機(株) ● 

Ｈｙｔｅｒａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ ● ● 

日本電気(株) ● ● 

日本無線(株) ● 

バーテックススタンダードＬＭＲ合同会社 ● 

八重洲無線(株) ● ● 

アイコム(株) ● 

モトローラ・ソリューションズ(株) ● ● 

(株)情報システム総合研究所 ● 

ビーム計画設計(株) ● ● 

電気通信事業者 ソフトバンクモバイル(株) ● ● 

無線局ユーザー、 
ユーザー関連団体 

（一社）日本鉄道電気技術協会 ● 

関東鉄道協会 ● 

（一社）全国陸上無線協会 ● 

ＱｏＬセンシングネットワーク推進協議会 ● 

日本空港無線サービス(株)、アビコム・ジャパン(株)、関西国際空港情報通信

ネットワーク(株)、中部国際空港情報通信(株) 
● 

(一社)日本ガス協会 ● ● 

久米島町 ● 

国土交通省 ● 

個人 ● 



①アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 

• 従来の個別専用波による方策ではなく、新たな自営系共用波の概念による周波数共用条件の
検討が有効と考える。 【(株)日立国際電気】 
 

• コグニティブ無線技術により、端末が電波の使用状況をダイナミックに認識し、未使用周波数を
利用することにより干渉を低減。 【日本電気(株)】 
 

• デジタル無線機がアナログ波に対するキャリアセンス機能を具備することによる混信防止、ＢＥＲ
により変調方式を変化させる階層型変調方式や周波数インターリーブ機能の活用によって混信
を軽減。 【ビーム計画設計(株)】 
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②効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 

• 防災時に市町村間で迅速に広域連携できるように、全国一律の同一システムで災害に強いシス
テムを導入する。 

「一般業務用」として移動体通信事業者等に２６０ＭＨｚ帯を割当て可能とし、市町村にネットワー
クを貸し出す仕組みを設ける。 【ソフトバンクモバイル(株)】 
 

• アナログ・デジタル共用機のスキャン機能を活用することにより、無理の無い移行を実現。 【Ｈｙ
ｔｅｒａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ】 

 
• デジタル化の普及促進に向け、現状の国内周波数配置を継承、尊重した方策が望ましい。  

また、デジタル化再更新を想定する場合においても、周波数の有効利用、従来の隣接共用条件、
移行時の経済性等の総合的な観点からも同様と考える。 【(株)日立国際電気】 
 

• デジタル移行のためにアナログ周波数帯を設定し、アナログ波を周波数変更により運用。 
【ビーム計画設計(株)】 
 

• アナログと同じ周波数でデジタル/アナログ両用機を導入し、全数が更新された時点でデジタル
に統一する。 【(一社)日本ガス協会】 
 

• アナログ無線局を他の帯域に移行しつつ、空いた周波数について段階的にデジタル方式を導入 
【モトローラ・ソリューションズ(株)】 
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③デジタル方式の無線設備の低廉化 

• 防災時に市町村間で迅速に広域連携できるように、全国一律の同一システムで災害に強いシス
テムの導入することを提案。 【ソフトバンクモバイル(株)】 

 
• １２.５ｋＨｚＴＤＭＡ方式は世界複数国での採用によるスケールメリットから価格優位性が享受でき
る。 【Ｈｙｔｅｒａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ】 
 

• ソフトウェア無線を活用することにより、共通のプラットフォームにアナログ方式及びデジタル方式
を実装することで、アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用、効率的な移行が可能となり、
更にコスト低減が可能。 【日本電気(株)】 
 

• 製造コストの削減および公平な競争が可能となる国際標準に準拠することが適当である。 【日
本無線(株)】 
 

• 世界標準で使用されているグローバルな標準規格での製造、及びグローバルスタンダードの製
品が導入できるような周波数再編を検討すべき。 【バーテックススタンダードＬＭＲ合同会社】 
 

• すでに世界標準となっており欧米各国で採用されているＤＭＲ、ＴＥＴＲＡ、ＡＰＣＯなどの製品が
日本の公共及び一般業務用に採用されることで子機の低廉化が促される。 【八重洲無線(株)】 
 

• 無線装置数が少なく高トラヒックに対応でき、かつ端末の省電力が期待できるＴＤＭＡ方式を基本
とし、インターオペラビリティを確保し拡張性に優れるシステムを導入するために、国際的な規格
のシステムの導入が可能となる技術的条件とすべき。 【日本空港無線サービス(株)、アビコム・
ジャパン(株)、関西国際空港情報通信ネットワーク(株)、中部国際空港情報通信(株)】 

5 



• 業務別の開発はコストがかさむため、一般業務用として統一の仕様で各メーカーが製造・販売す
る。 【(一社)日本ガス協会)】 
 

• 世界的かつ競争的市場が確立している標準規格の市場は世界で成長を続けることにより機器
の低廉化は促進することから、日本においてもグローバルススタンダードの製品を使えるよう検
討すべき。 【モトローラ・ソリューションズ(株)】 
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④デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法 

• テレメータ・テレコントロール（河川監視、水門制御・監視）用に、帯域幅を変更することで監視制
御用のデータ伝送と映像伝送が可能な無線システムについて提案。 【三菱電機(株)】 
 

• 業務用移動無線での廉価で効率的な静止画伝送システムについて提案。 【(株)情報システム
総合研究所】 
 

• 無線列車制御システムの開発による軌道回路レスと単線並行運転を目的とした新たな列車運
転システムの構築 【(一社)日本鉄道電気技術協会】 
 

• 国際ＶＨＦ、アマチュア無線のＤ－ＳＴＡＲ等で取り入れられているスキャン機能やワッチ機能によ
り、機能的で円滑な運用が図れる。 【アイコム(株)】 

 

• 画像伝送等のマルチメディア対応、携帯電話網とのディアルネットワーク対応、他機関ネットワー
クとの相互接続が可能となるソフトウェア無線技術などを可能とする「緊急自治体業務用無線」
への利用 【久米島町】 
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⑤今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途 

• 文字データ等を用いた運転指示を可能とする列車無線の高度化や誘導無線方式からの移行に
より、１５０ＭＨｚ帯における列車無線は、今後、需要・通信量が増加。 【関東鉄道協会】 
 

• デジタル簡易無線の需要はますます高まってくるものと考えられ、将来的には周波数がひっ迫
することも視野に入れ、周波数帯域の拡大は不可避 【(一社)全国陸上無線協会】 
 

• 登録局（デジタル簡易無線）は、従来業務用無線を使用してきた市場だけでなく、業務用無線機
のレンタルビジネス市場も含め大きな市場となっており、登録局の増加傾向に対応するために周
波数帯を増やすことが必要。 【八重洲無線(株)】 
 

• 近年の医療の高度化に伴い医療用テレメータの需要は増加しており、今後、双方向通信などに
よって信頼できる生体情報を伝送するためには専用周波数の拡充が必要不可欠。 【ＱｏＬセン
シングネットワーク推進協議会】 
 

• 既存のＫ-ＣＯＳＭＯＳ及びアナログＶＨＦシステムからの移行需要等を考慮すると、デジタル化に
よって狭帯域化したとしても多くの周波数が必要。 【国土交通省】 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 
陸上無線通信委員会（第３回）  

 

 

「150/260/400MHz帯業務用移動無線の 
周波数有効利用」に関する提案意見 

資料３－３－３－１ 



１．意見提案の事項・提案骨子 

1 Copyright © Hitachi Kokusai Electric Inc. 2013. All rights reserved. 
Hitachi Kokusai Electric Inc. Proprietary  

➣アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 

➣効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 

 

（１） １５０/４００ＭＨｚ帯における新たな周波数割当においては、
従来の個別専用波による方策以外に、免許波による新たな自
営系共用波の概念による周波数共用条件の検討が有効。 

 

（２） １５０/４００ＭＨｚ帯においては、デジタル化の普及促進に向
け、現状の国内周波数配置を継承、尊重した方策が望ましい。 

また、デジタル化再更新を想定する場合においても、周波数
の有効利用、従来の隣接共用条件、あるいは、移行時の経済
性等の総合的な観点から同様と考える。 
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２．共用・干渉低減策の事例（１） 

  ■アナログ・デジタル方式混在時の周波数共用の検討 

■150MHz帯の事例      
チャネル間隔： 

アナログ:20kHz 

デジタル:6.25kHz 

アナログ・デジタル方式の共用周波数割当の概念図 

●１５０ＭＨｚ帯デジタル簡易無線（ＤＣＲ）における周波数割当の事例  
 ✓チャネル間隔 
    アナログ方式： 20kHz、デジタル方式： 6.25ｋHz 
 ✓アナログ方式とデジタル方式に同一周波数を割当 
    異なる方式間でのキャリアモニタ（検出）機能を実現 （→干渉軽減） 

 
●現行の技術的条件・基準を踏まえた上で、このような周波数共用方法 
 も有効と考えられる。 
 ✓業務用無線（ＳＲ）においては、更なる干渉検討が必要 
 ✓アナログ・デジタルのデュアル方式の採用とは必ずしもリンクしない  



２．共用・干渉低減策の事例（２） 

3 Copyright © Hitachi Kokusai Electric Inc. 2013. All rights reserved. 
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● D‐STBC方式による同一波干渉軽減システム  
      （デジタル列車無線システム） 
D-STBC: Differential Space-Time Block Coding (差動時空間ブロック符号)＝MIMO(送信ダイバーシチ)の一方式 
 

✓特長 ・従来規格や機器構成に対して最小限の変更で優れた効果を実現 
✓実績 ・フィールドにおける効果実証試験 
  

参考文献： V. Tarokh and H. Jafarkhani, “A differential detection scheme for transmit diversity,” IEEE Journal of Selected Areas Communications, 

Vol. 18, No.7, pp.1169-1174,(2000) 

基地局1 基地局2 

干渉による 
受信電界の変動 

同一信号を送信 

基地局1 

安定した 
受信電界 

同一情報(音声等)を
A/B異なる系列に 
符号化して送信 

D-STBC 

A系列 

D-STBC 

B系列 

基地局2 

◇同一波干渉の原理 ◇D‐STBC適用の効果 

  ■デジタル化における同一波干渉軽減システムの事例 
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150／400MHz帯・空き周波数における効率的なデジタル移行方策 
■新たなシステム概念（自営系共用波）の導入検討 

３．効率的なデジタル移行の方法 

✓提案： 免許人単位の周波数割当 → 複数免許人に対して、共用波割当 

     によるシステム運用形態の導入 
 

 

 

✓期待される効果： 周波数割当における周波数有効利用の向上 

     （比較的簡便な無線システムに有効と想定される） 

免許人 １，２,・・・,5 

免許人 １，２,・・・,１０,・・・１５,・・・ (25) 

 

前提条件： 

免許人あたりの平均的な使用率＝１/５ 

周波数 
  f１ f２ f３   f４       ｆ５ 

自営系共用波の周波数割当の概念図 

（周波数と免許人が
１対１に対応） 

提案方式 従来方式 

・通信方式：  
 ２周波半複信／（２周波・１周波）単信方式）    
・アクセス方式： 6.25kHz /CH SCPCなど 



４．従来デジタル方式・基準の踏襲 
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■従来の狭帯域デジタル方式による継続的な周波数有効利用 
 

①  自営系無線の特長である専用波免許局（輻輳・干渉の軽減）に
よる音声・簡便なデジタル伝送などの高度化指向による無線シ
ステムの継続的導入が望ましい。 

②  周波数配置 
✓チャネル間隔： 6.25kHz／CHを主体、その他25ｋHz／CHなど 
✓送受信間隔（複信・半複信）： 原則、現状の周波数間隔の踏襲が 

   望ましい。  

③  変調方式・周波数共用条件 
✓移動系： 既存 π ／4シフトQPSK、4値FSK方式の採用  

         （汎用化技術） 
✓周波数共用条件（同一周波数・隣接周波数）： 
原則、現行技術基準の踏襲が望ましい。 （有効性確保） 

  150／400MHz帯における基本的な考え方:  



 
１５０／２６０／４００ＭＨｚ帯 

業務用移動無線の周波数有効利用 
についての提案 

日本電気株式会社 

２０１３年８月８日 

資料３－３－３－２ 
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概要 

 災害対処現場における、異組織間での情報共有やアドホックネットワークを用いた、 

  基地局に依存しない通信手段の確保 

 安心安全社会実現のために、災害情報や安否情報等の住民サービスを迅速に提供する 

防災無線の重要性の高まりと高度利用への期待   

 業務用移動無線方式に対し、画像・位置データなどの広帯域データ通信のニーズ拡大 

広帯域データ通信 

多機能な 

自営無線通信網 

ソフトウェア無線 

コグニティブ無線 

アドホックネットワーク 

デジタル移行時の 

コスト低減 

ニーズ 

異組織間情報共有 
技術 

⇒多品種な業務用無線方式の 

  H/W統合による無線設備低廉化 

⇒空き周波数自動選択による 

    運用性・周波数利用効率向上 

⇒端末間ネットワーク構築・維持 

   によるネットワーク信頼性向上 

普及に向けた課題 
   ・技術基準・規定の策定 

  ・実用化／実用性向上に向けた技術開発の加速 

  ・実証実験による課題の抽出と解決 

背景：近年、デジタル・アナログ通信をはじめ、一つのハードウェアで種々の通信方式に対応できる 

     多機能無線機などの無線技術の高度化が実現されてきている 
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広帯域 

高周波回路 

  ソフトウェア無線とは 

（１） マルチバンド、マルチモード、マルチチャネル 

    の無線機 

（２） ソフトウェアのダウンロードによる 

    機能・性能の拡張性 

（３） ソフトウェア標準化 

リアルタイムＯＳ 

ミドルウェア 

通信 

ソフトウェア 

(VHF-FM) 

HF-SSB, 
VHF-FM, 
UHF-AM・・・ 

ダウンロード 

通信 

ソフトウェア 

(UHF-AM) 

ソフトウェア無線機の特徴 

（１） 低コスト化 

    ・ハードウェア構成の低減 
    ・ソフトウェア再利用による開発コスト低減  
（２） 小型・軽量化 
（３） 異種ネットワークとの相互通信性の向上 
（４） 技術の進展に対応 

ソフトウェア無線機適用の効果 

計算機ﾊｰﾄﾞｳｪｱ（CPU） 

VHF帯 

UHF帯 

 ソフトウェア無線機とは、ソフトウェアで通信処理を行うことにより、無線通信を実現するもので、
ハードウェアに変更を加えることなく、ソフトウェアにより機能性能の変更が可能な無線機である。 
さらに、ハードウェアを共通化することによる、無線機の低廉化を図ることができる。 

※現状のＣＰＵの処理能力では 
高周波を直接信号処理できない 
ので、当面は高周波回路が必要。 
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  ソフトウェア無線の例 

デジタル消防無線（SDR） 
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コグニティブ無線 

無線機が、割り当てられているが使われていない
周波数“White Space”を検知し、既存システムに
干渉を与えず使用。 

無線機が、複数の既存通信システムをセンシング
し、状況に応じ最適なものを選択して使用。 

既存システムの利用効率を向上。 

周辺の電波環境や利用者のニーズを認知し、利用する通信方式を自律的に最適化する 

無線通信制御技術。 

周波数共用型 ヘテロジニアス型 

【効果】 
 電源投入のみで最適な無線通信方式を自動選択し即利用可能 
 既存無線通信システムと干渉を起こさず同時運用可能 
 通信網の抗たん性を強化可能 
 リアルタイムデータから大容量データまで多種多様なデータを効率的に通信可能 

図出典：NICT殿公開資料に加筆 
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ＯＬＳＲｖ２ Proactive型 非通信時に情報交換してルーティング
を決定する方式 

ＤＹＭＯ Reactive型 
通信開始時にルーティングを検索・決定
する方式 

アドホック(ad-hoc)ネットワークとは？ 

１．アクセスポイント(AP)が不要 

２．無線で接続される端末のみでネットワークを構成 

アクセスポイント（基地局）に制約されない 
 動的なネットワークが構成可能 

技術課題 
 １．端末が移動したり電源が切られたりするため、端末相互間のリンクが不確実 
 ２．通信経路をどのように確保し、情報を転送するか 

移動端末での自律的なネットワーク構成の実現のため、種々のルーティング 
プロトコルが提案されたが、インターネット関連の標準化組織 IETF（Internet 
Engineering Task Force）では以下２つのプロトコルに絞られてきている。 

アドホックネットワーク 

実現方式 



普及に向けた課題 
  ・技術基準 規定の策定 

   ・実用化／実用性向上に向けた技術開発の加速 

    ・実証実験による課題の抽出と解決 
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普及に向けた課題 

ソフトウェア無線技術 
・H/W共通化による低廉化の検討 

・異組織間情報共有時の運用検討 

・ソフトワエア変更に適した認証の検討 

コグニティブ無線技術 
・実証実験による有効性検証 

・業務用無線のワイドバンド化の検討 

アドホックネットワーク技術 
・新たな基準、規定の制定 

業務用デジタル化促進 

さらなる有効利用 
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~ デジタル方式の無線設備の低廉化について ~ 

150/260/400MHz帯業務用移動無線の 

周波数有効利用に関する 

モトローラ・ソリューションズ㈱の提案 

情報通信審議会技術分科会 

陸上無線通信委員会 

2013年8月8日 

モトローラ・ソリューションズ株式会社 

資料３－３－３－３ 
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１．デジタル方式の無線設備の低廉化について 

無線設備の低廉化には、安価に製造できる技術規格であることと同時に、規模
が大きく競争的環境となっている市場で用いられている標準規格の機器の利
用が大きく寄与します。 

 

150/400MHz帯のデジタル業務用無線機においては、公共的用途及び一般業
務用途において、ETSIのDMRやTETRA、TIAのAPCO P25などすでに世界

的且つ競争的市場が確立している標準規格があり更にその市場は世界で成
長を続けています。 

 

また、製品がその標準規格に準拠する限り、同規格が高度化されても、その技
術標準規格に準拠して多くの機器メーカーが製造を継続するため、競争的環
境、機器の低廉化を促進する環境は自ずと維持されます。 

 

日本の150/400MHz帯においてもユーザーがこれらのグローバルスタンダード

の低廉で且つ多様な製品を希望に応じて使えるよう、周波数割当を検討してい
くべきです。 
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２．グローバルスタンダードのシステム・製品を 

  日本国内の一般・公共業務用無線で利用 

  していただくための制度上の問題点について 

技術基準としては、TETRA, P25, DMR等のトランキングシステムについても 

狭帯域デジタル通信方式の無線局の無線設備として規定されている。 

（無線設備規則第57条の3の2） 
 

しかし、TETRAの場合、電波法関係審査基準の地域周波数利用計画策定 

基準一覧表においてTETRAに対応する周波数ペア（25kHzチャネル、送受 

間隔10MHz）がない。 

 

DMR、P25の場合、12.5kHzチャネルの割り当てが極めて少なく、特に関東 

においては新たな需要に対応できない。 
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TETRAシステムは世界117カ国で導入されている 

特にアジアパシフィックでは広く用いられている 

TETRAの世界の採用状況  

出典：TCCA (TETRA + Critical Communication Association)  
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世界で稼働中のシステム数は2,000以上 

 

端末累計出荷台数400万台超 

 2012年は新規及び機種更新で50万台超が出荷された。 

 2012年の出荷台数は2011年から12%の伸びである。 

 

ヨーロッパでは主たる市場はPublic Safetyとセキュリティーであることに変  

 わりがないが、ミッション・クリティカル以外のビジネスの場面で使われるな 

 ど用途の多様化がみられる。 

 

                                      （弊社調査） 
 

世界の稼働システム数、端末数  
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TETRA 機器メーカー 

（弊社調査） 
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世界で稼働中のシステム数は10,000以上 

 

世界の端末累計出荷台数250万台超  

 APCO, TETRAに比べ利用シーンが多目的で機器も安価であるた 

 め出荷台数の伸び率はこれらの２つに比較して高い。 

 

 

                                      （弊社調査） 
 

世界の稼働システム数、端末数  
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DMR 機器メーカー 

（弊社調査） 

http://www.selex-comms.com/en/
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P25システムは世界83カ国で導入されている 

P25の世界の採用状況  

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013  
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マルチベンダー ～ 競争的な調達源 
Project 25 では37のベンダーが機器とサービスを提供している 

15 の固定局・レ
ピータメーカー 

15 の端末メー
カー 

11 のコンソール
メーカー 

15 のネットワー
クプロバイダー 

5 の試験装置
メーカー 

PTIG Project 25 Industry List - March 2013 

PTIG Member O rganizations
Fixed Stations 

& Repeaters

Mobile  & 

Portable 

Equipment & 

Subscribers

Consoles Networks Software
Test 

Equipment

Systems 

Integration

Consultant 

Services

AECO M

AERO FLEX

AIRWAVE SO LUTIO NS

ANRITSU

AVTEC

CASSIDIAN CO MMUNICATIO NS

CATALYST CO MMUNICATIO NS

CISCO  SYSTEMS

CO BHAM AVIO NICS

CO DAN RADIO  - DANIELS

CYNERGYZE

DATRO N

DVSI

EF JO HNSO N TECHNO LO GIES

ETHERSTACK

FEDERAL ENGRG INC

GENESIS GRO UP

HARRIS CO RPO RATIO N

ICO M AMERICA

KENWO O D USA

MIDLAND RADIO

MO DUCO M

MO TO RO LA SO LUTIO NS

PANTEL INTERNATIO NAL

PO WERTRUNK

RADIO  CO MMUNICATIO NS SO LUTIO NS

RAYTHEO N CIVIL CO MMUNICATIO NS

RELM WIRELESS

SIMO CO  

SPECTRA ENGINEERING

TAIT RADIO

TECHNISO NIC

TELEX RADIO  DISPATCH

THALES CO MMUNICATIO NS

VERTEX STANDARD

WIRELESS PACIFIC

ZETRO N

37 15 15 11 15 5 5 15 5

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013  
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Project 25 関連機器メーカー 

             

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013  
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周波数割当に関係する各標準規格の規定 

～送受信周波数間隔など～ 

標準規格周波
数範囲 

送受信間隔 利用実績帯域 

P25 (Phase II) 規定なし 規定なし （注１） 

150MHz帯
400MHz帯 

800MHz帯 

TETRA 300MHz~1GHz 10MHz (注2） 
400MHz帯 

800MHz帯 

DMR (Tier III) 66~960MHz 規定なし 
150MHz帯 

400MHz帯 

注１：800MHz帯については45MHz 

注２：ETSI標準規格にはある帯域において5MHz, 7MHz等がオプションとして 

    追加されているが、世界で実運用されている設備は10MHzのみ。 

    なお、800MHz帯においては45MHzである。 
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ご清聴ありがとうございました。 



○  「１５０/２６０/４００MHz業務用移動通信の周波数有効利用」 
 
 提案募集内容 ： デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方策 

提案件名 ：  無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム 

 提案者     
             一般社団法人 日本鉄道電気技術協会   
 
                   

「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術条件」（諮問第２０３３号）のうち、「６０MHz帯デジタル同報系防災無線の低廉化」及び 
「１５０/２６０/４００MHz業務用移動通信の周波数有効利用」についての関係者からの提案募集・・・（平成２５年６月１４日） 

資料３－３－３－４ 



無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム 、 提 案 理 由 
 ２１世紀鉄道においては大都市線区・地方線区にあっても、技術革新（軌道回路レス等）と共に業務革新（単線並列運転
等）を目的とした、鉄道１３０年余の歴史と発想に捉われない新たな列車運転システム構築、かつ、将来に向けての輸送コ
スト削減化も必要であり、ここに無線列車制御システムの開発・導入を図るものであります。そのためのシステム・周波数利
用の提案であります。概検討結果からはUHF ４００MHz帯においてデジタル復信方式での各１MHz幅 所要周波数帯
域幅計２MHzとなります。 

 １ 



無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム 概 念 図 

無線列車制御システムは、地上（拠点装置）と車上（車上制御装置）間の無線伝送を基盤とし、従来からの軌道回路（レール間電気回路）によ
らないで位置検知、先行列車位置に基づく列車間隔制御方式を特徴とした２１世紀鉄道に相応しい無線システム活用での「新しい列車運転保安
システム」である。欧州、米国でも開発実用化が進み当該方式の世界標準化も進んでいる。 
 
 

基本的な制御の仕組みと機能 
このシステムは、車上での列車位置
検知、列車の間隔制御、駅構内の連
動制御、踏切り制御、在線管理機能
、システム管理機能、保守作業の安
全に関わる制御、無線伝送制御等の
機能を有する。 
 
① これまでの軌道回路に代わって      
  列車自ら位置検知を行なう。 

 
② 自己列車位置を地上装置に無線   
  系を介して伝送する。 

 
③ 拠点装置は、各列車の位置情報 
  を基に列車追跡を行い各列車の 
  安全走行条件、停止限界位置等 
  を無線より各列車に伝送する。 

 
④ この停止限界を受信した列車の 
  ブレーキ制御用速度照査パター  
  ンに合わせて走行する。パタ 
  ーンを超過した場合にはブレー 
  キ制御を出力する。 

 
⑤ 地上－車上間の無線伝送は約１ 
  秒間隔の周期で行う。車上装置 
  は進路設定や先行列車の進行に 
  より、時々変化する運転条件に 
  追従運転制御する。 

 
⑥ 線路・地上施設の異常を列車防 
  護情報として無線系を介して行   
  う。 

停止 停止 

列車位置 

信号機 

車上 

軌道回路 

列車位置検知 

停止限界 

車内信号 速度照査パターン 

自動閉そく式 

無線制御方式 

非常ブレーキ 

列車間隔に応じて列車を減速、停止 

閉そく区間ごとに信号の現示に基づき列車の速度を制御 

ATS 

注意 注意 

現 

行 

運転情報 

信号機・標識 

新
列
車
運
転
方
式 

列車防護 安全太  郎 

（拠点装置） 
停車限界位置算出 

列車追跡 

④ 

⑤ 

③ 

② 

① 
⑥ 

システム名称 ： 無線列車制御システム（仮称） 

２ 



無 線 列 車 制 御 、 列 車 毎 時 分 割 制 御 概 念 図 

３ 

列車、移動局 

周波数、 ｆ １´ （移動局送信） 

周波数、 ｆ１（基地局送信） 

駅、基地局 

０ １ ２ ３ ４ ５ ・・・ n 

０ １ ２ ３ ４ ５ ・・・ n 

TDM方式 

TDMA方式 

自己割当フレームで 全列
車同時受信 

自己割当フレームでのみ送信 

周波数第１線区 

この方式は基地局、
移動局別に周波
数を利用するので、       

  FDD方式 



基 地 局 伝 送 容 量 と 収 容 列 車 本 数 

 基地局の伝送能力は、割当周波数占有帯域幅、変調方式等で決まるものである。当提案では４００MHz帯、周波数割当間
隔25ｋHz（注）、変調方式π/４QPSK、データ伝送速度32ｋｂｐｓとしており、この１基地局伝送容量内において１６列車を収容し、
１列車当たり2ｋｂｉｔを割り当てる。なお、この2ｋｂｉｔでは列車運転制御情報と共に車両保守・故障情報等の１００～１２０項目の
情報伝送を可能とする。 
  （注） ARIB標準規格を参考にした。   JR東日本 仙石線実施例での周波数利用は、6.25ｋHz幅、伝送速度 9.6kｂｐｓとなっている。 

４ 

３２  kbps/  ２ kbit 



無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム と 周 波 数 利 用 計 画 （ 案 ） 

○○本線

周波数１

エリアー

周波数３

エリアー

周波数４

エリアー

周波数１

周波数２

周波数２

エリアー
××本線

△△線

＊＊線

＃＃本線

（４対波 ８周波数）

（４対波 ８周波数）

（４対波 ８周波数）

（４対波 ８周波数）

所要周波数

１０線区 ４０対波 ８０周波数 （異地域周波数の繰り返し利用）

○○本線

周波数１

エリアー

周波数３

エリアー

周波数４

エリアー

周波数１

周波数２

周波数２

エリアー
××本線

△△線

＊＊線

＃＃本線

（４対波 ８周波数）

（４対波 ８周波数）

（４対波 ８周波数）

（４対波 ８周波数）

所要周波数

１０線区 ４０対波 ８０周波数 （異地域周波数の繰り返し利用）

周波数利用基本条件 
 
  ➣ 当該無線通信系は、装置対装置間通信である。 
     １基地局対１６列車（移動局）間通信方式（データ  
     伝送のみ） 
 
  ➣ 専用周波数であること。 
     妨害、干渉が少なく、鉄道網に対応した線区毎専 
     用無線周波数を有すること。（VHF帯又はUHF帯を 
     利用して） 
 
  ➣ 列車運転保安システムであり、列車・地上間の制 
     御・監視用伝送路は「閉」回路を構成し（許容時間 
     内閉回路作動）フェールセーフ機能を基とする。 
 
  ➣ システム設計としては、１管理業務区間内（１基地 
     局無線サービスエリアー）においては、被制御・監 
     視列車本数限度が定められていること。 
      そのためには、１列車当たりの送受信情報量、列    
     車・地上間送受信レスポンス許容時間、又基地局・ 
     列車移動局間の送受信データ伝送速度（変調方 
     式）等の諸条件の決定が必要である。 
 
  ➣ 情報伝送量 
      基地局 ： ３２Kbps (TDM方式） 
      移動局 ： ３２ｋｂｐｓの中での指定フレームで送 
             信(TDMA方式 １/16  列車当たり) 
 （注）    
   周波数利用に当ては、電波産業会標準規格 都道府  
 県・市町村デジタル移動通信システムSTD-T80に準拠し   
 たものである。    
 

周波数利用計画（案） 

所要周波数 
 ・１線区４対波（８波） 
 ・１０線区（都市部集中地域） 
 ・周波数間隔 ２５ｋHz 
 
２５×２（復信）×１０線区×４（繰返） 
 計  ２MHz幅  

５ 



需要・通信量の増加が想定される 
業務用無線の用途等 

平成２５年８月８日 

関東鉄道協会技術委員会 

電気部会 
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背 景  誘 導 無 線 方 式 の 概 要 

アンテナ 
(誘導線) 

運転指令 

1 



背 景  空 間 波 無 線 方 式 の 概 要 

運転指令 
基地局 

2 



非常時におけるアナログ方式列車無線通話事例 

運 転 指 令 

事故車両 対向列車 その他の在線列車 

２ 
対向列車への 
緊急停止指示 

３ 
現場付近列車 
への停止指示 

４ 
全線列車への 
事故状況連絡 

 

１ 
事故車両 
との通話 

3 



（１）外来雑音混入による通話品質の悪化 

（２）アナログ方式によるセキュリティーの脆弱性 

  （通常の受信機で傍受可能） 

（３）同一通話エリア内での１回線通話による通話の輻輳 

（４）音声通話の聞き違いによる連絡内容のくい違い 

ア ナ ロ グ 方 式 列車無線 シ ス テ ム の問 題点 

4 



列 車 無 線 に 要 求 さ れ て い る 事 項 

（１）通話品質の改善（デジタル方式による改善） 

（２）同一通話エリア内での複数回線通話（通話輻輳対策） 

（３）運転指令への列車情報表示（防護発報時の列車番号表示等） 

（４）運転指令から列車へのデータ伝送を用いた文字情報による 

  運転規制の表示および列車乗務員の受領確認 

（５）列車運転台や列車内の案内表示器への運行状況表示 

（６）電車制御機器等の機器状態の運転指令への情報伝送(車両状態監視) 

5 



文字情報伝送機能 

 ①運転台表示設備に 

  運転規制等の表示 

 ②客室表示設備に 

  運行情報の表示 

 ③車両故障情報の 

  運転指令への送信 

列車 
番号 1002Ａ 運転規制 

12：00 
○○駅～○○駅間 

強風のため４０km/h制限 

規制情報確認せよ。 確 認 

デジタル列車無線方式による新規機能の例 

運転台の画面に表示 

6 



列 車 無 線 多 チ ャ ン ネ ル 化 の 効 果 （ 例 ） 

対向列車 

運転指令 

運転指令 

複数チャンネルによる同時指令 
（音声およびデータ伝送） 

事故車両 
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【 ア ナ ロ グ と デ ジ タ ル の 通 話 時 間 比 較 】 

0:00 5:00 10:00 15:00 20:00 25:00 30:00 

ア ナ ロ グ 

デジタル 

  

ch3  

デジタル 

  

ch2  

デジタル 

  (分) 

A列車 

B列車 

C列車 
凡 例 

時 間 短 縮 
ch1  
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列 車 無 線 方 式 共 通 化 に よ る 搭 載 無 線 装 置 の 効 率 化 

共通化による効果 

9 
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平成２５年８月８日 
 

一般社団法人全国陸上無線協会 

１５０MHz帯及び４００MHz帯簡易無線局 
の現状と今後の動向 

情報通信審議会情報通信技術分科会 
陸上無線通信委員会 第３回会合資料 

資料３－３－３－６ 
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Ⅰ 150MHz帯及び400MHz帯簡易無線局の概要 

１ 簡易無線局の特徴 

２ 簡易無線局の利用形態 

• 無線従事者の資格が不要 
  →無線局免許・登録のみで使用でき、手軽に利用可能。 

• 他の資格不要の無線システムと比較し高出力 
  →特定小電力無線局（出力10mW）と比べ、出力は1W～5W、郊外で２～３km程度の通信距離を確保。 

• １つの周波数帯を大人数で共用するため、周波数の利用効率が高い 
  →例：150MHz帯の簡易無線局にあっては、9ch（アナログ）を全国約13万局で共用。 

• 電気通信回線などの、他の通信ネットワークに依存しない自己完結性システム 
  →東日本大震災以降、企業・自治体から非常時の通信手段として見直されている。 

種類 免許局 登録局 

特徴 

・無線局の免許が必要 
・高出力(5W以下) 
・免許人以外の使用は不可 
・陸上での使用に限定 

・免許局と比べて簡易な「登録手続」にて利用可能 
・高出力(5W以下) 
・免許人以外でも使用可能 
・一部のものは上空でも使用可能(1W以下) 

利用シーン ・主に企業等における業務用通信 

・企業等における業務通信 
・免許人以外も利用できることから、イベント等において  
レンタル機器として利用 
・個人等におけるレジャー通信 

簡易無線局は、従来どおりの「免許局」と、簡便な手続で開設できる「登録局」の２通りがあり、登
録局はその制度が導入された平成20年以降、増加傾向にある。 

2 
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Ⅱ デジタル簡易無線局の現状 

３ デジタル化の状況とメリット 

周波数帯 
150MHz帯 350MHz帯 400MHz帯 

アナログ デジタル アナログ デジタル アナログ デジタル 

ch数 
(周波数
間隔×ch
数） 

20kHz 
間隔の 

9波 
(180kHz) 

6.25kHz 
間隔の 
28波 

(175kHz) 

12.5kHz 
間隔の 
18波 

(225kHz) 

6.25kHz 
間隔の 

5波 
(31.25kHz) 

6.25kHz 
間隔の 
30波 

187.5kHz) 

12.5kHz 
間隔の 
35波 

(437.5kHz) 

6.25kHz 
間隔の 
65波 

(406.25kHz) 

免許形態 免許局 免許局 登録局 免許局 

無線局数 約12.6万局 約300局 約7.8万局 約12.4万局 約43万局 約8.5万局 

備  考 

平成24.12～デジタル化 
 

アナログとデジタルが周
波数を共用して利用 

この周波数
の使用は平
成34年11
月30日まで 

上空使用可 この周波数の
使用は平成
34年11月30
日まで 

平成20.8～ 
デジタル化 
 

平成20.8～デジタル化 

一般的にアナログ方式とデジタル化を比較した場合のメリットとして… 
• 音質や秘話性能の向上 
• データ通信が可能(150MHz帯にあっては、計9chのデータ専用チャネル) 
• 占有周波数帯幅がアナログ方式の20kHz又は12.5kHz間隔から6.25kHz間隔となり、周波数
の有効利用 

簡易無線局におけるデジタル化の状況 

◇ 簡易無線局は、上記のほかに、27MHz帯、920MHz帯、950MHz帯、50GHz帯の電波を使用するものがある。 
（無線局数は平成24年度末現在の概数） 

3 
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Ⅲ 簡易無線局数の推移及び今後の需要予測 

4 簡易無線局数の推移及び需要予測 

0

200000

400000

600000

800000

1000000

1200000

400MHzデジタル 

350MHzデジタル 

150MHzデジタル 

400MHzアナログ 

350MHzアナログ 

150MHzアナログ 

アナログ簡易無線局 
• 400MHz帯のアナログ簡易無線局は増加傾
向 

• その他の周波数帯は減少傾向 
• 結果的にほぼ横ばいで推移 
 

デジタル簡易無線局 
• デジタル化を導入した平成20年度より、ほぼ
毎年倍増傾向にある 

• メーカーのデジタル化製品へのシフトにより
これまで以上の伸び率が期待 

デジタル簡易無線局数 
平成20年度末 

…約700局 
 
平成24年度末 

…約２０．９万局 
 
 4年で約300倍 

4 



Copyright © RMK 2013. All rights reserved.    Confidential & Proprietary   

・ 無線機メーカーのアナログ簡易無線局からデジタル簡易無線局への生産シフト 

・ 免許制度と比べ、簡易な手続で利用可能な登録局制度の導入により、利用シーンの拡大 

・ 電波伝搬特性の優れた150MHz帯デジタル簡易無線局の市場投入による山間部などの利用拡大 

・ データ専用チャネルの導入による音声通信以外での利用シーンの拡大 

・ 災害時における連絡用としての利用の拡大 

・ 現在、総務省で検討している簡易無線局の海上利用による利用範囲の拡大 

Ⅳ 今後のデジタル簡易無線局のあり方 

 ５ 今後のデジタル簡易無線局のニーズ 

利用シーンの拡大に伴い、簡易無線局数の増加が見込まれるため、 

今後、デジタル簡易無線局の周波数ひっ迫の可能性が大きい。 

150MHz/400MHz帯において、デジタル簡易無線局用の周波数帯域の拡大が必要 

5 
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